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埼
玉
県
立
学
校
職
員
服
務
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
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委
員
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之
平 

伸 

一 
 

 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
三
十
号 

 
 

 

埼
玉
県
立
学
校
職
員
服
務
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

埼
玉
県
立
学
校
職
員
服
務
規
程
（
昭
和
三
十
二
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
八
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
四
条
第
二
項
中
「
別
表
第
一
に
よ
る
着
任
届
」
を
「
着
任
届
（
別
表
第
一
）
」
に
改
め
、
同

条
第
三
項
中
「
別
表
第
二
に
よ
る
赴
任
延
期
願
」
を
「
赴
任
延
期
願
（
別
表
第
一
の
二
）
」
に
改

め
る
。 

 

第
七
条
第
一
項
中
「
、
た
だ
ち
に
所
定
の
出
勤
簿
に
自
ら
捺
印
し
」
を
削
り
、
同
条
第
二
項
及

び
第
三
項
を
削
る
。 

 

第
八
条
第
三
項
中
「
埼
玉
県
条
例
第
三
十
八
号
」
の
下
に
「
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
条
例
」

と
い
う
。
」
を
、
「
埼
玉
県
人
事
委
員
会
規
則
第
十
二
―
二
」
の
下
に
「
。
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
「
規
則
」
と
い
う
。
」
を
加
え
、
「
別
表
第
二
の
二
に
よ
る
職
務
専
念
義
務
免
除
願
を
も
つ
て

教
育
長
に
願
い
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
を
「
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
つ
き
、
そ
れ
ぞ
れ
当

該
各
号
に
定
め
る
手
続
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。 

 

一 

条
例
第
二
条
第
二
号
又
は
規
則
第
二
条
第
一
号
、
第
九
号
若
し
く
は
第
十
三
号
に
該
当
す

る
場
合 

総
務
事
務
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
教
育
長
に
申
請
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
こ
れ
に
よ
り

難
い
場
合
は
、
職
務
専
念
義
務
免
除
願
（
別
表
第
二
）
を
教
育
長
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き

る
。 

 

二 

条
例
第
二
条
第
一
号
又
は
規
則
第
二
条
第
二
号
か
ら
第
八
号
ま
で
若
し
く
は
第
十
号
か
ら

第
十
二
号
ま
で
に
該
当
す
る
場
合 

職
務
専
念
義
務
免
除
願
（
別
表
第
二
）
に
そ
の
事
実
を

証
明
す
る
書
類
を
添
付
し
、
校
長
を
経
由
し
て
教
育
長
に
提
出
す
る
こ
と
。 

 

第
十
条
第
一
項
中
「
以
下
「
条
例
」
を
「
以
下
「
勤
務
時
間
条
例
」
に
、
「
勤
務
時
間
等
規
則
」

を
「
勤
務
時
間
規
則
」
に
、
「
別
表
第
三
に
よ
る
休
暇
届
を
も
つ
て
」
を
「
総
務
事
務
シ
ス
テ
ム

に
よ
り
」
に
、
「
届
け
出
」
を
「
申
請
し
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。 

 
 

た
だ
し
、
こ
れ
に
よ
り
難
い
場
合
に
は
、
休
暇
届
（
別
表
第
三
）
を
校
長
に
提
出
す
る
こ
と 

 

が
で
き
る
。 

 

第
十
条
第
二
項
本
文
中
「
条
例
」
を
「
勤
務
時
間
条
例
」
に
、
「
勤
務
時
間
等
規
則
」
を
「
勤



務
時
間
規
則
」
に
、
「
別
表
第
三
の
二
に
よ
る
休
暇
願
を
も
つ
て
」
を
「
総
務
事
務
シ
ス
テ
ム
に

よ
り
」
に
、
「
願
い
出
」
を
「
申
請
し
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 
 

た
だ
し
、
こ
れ
に
よ
り
難
い
場
合
に
は
、
休
暇
願
（
別
表
第
三
の
二
）
を
校
長
に
提
出
す
る 

 

こ
と
が
で
き
る
。 

 

第
十
条
第
九
項
中
「
条
例
」
を
「
勤
務
時
間
条
例
」
に
、
「
別
表
第
四
の
二
に
よ
る
介
護
休
暇

簿
」
を
「
介
護
休
暇
簿
（
別
表
第
三
の
七
）
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
項
と
し
、
同
条
第
八

項
中
「
条
例
」
を
「
勤
務
時
間
条
例
」
に
、
「
別
表
第
四
に
よ
る
休
暇
願
を
も
つ
て
」
を
「
総
務

事
務
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
」
に
、
「
願
い
出
」
を
「
申
請
し
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
た
だ
し
書
を

加
え
、
同
項
を
同
条
第
九
項
と
す
る
。 

 
 

た
だ
し
、
こ
れ
に
よ
り
難
い
場
合
に
は
、
休
暇
願
（
別
表
第
三
の
六
）
を
校
長
に
提
出
す
る 

 

こ
と
が
で
き
る
。 

 

第
十
条
第
七
項
中
「
勤
務
時
間
等
規
則
」
を
「
勤
務
時
間
規
則
」
に
、
「
願
い
出
」
を
「
申
請
」

に
、
「
別
表
第
三
の
四
に
よ
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
計
画
書
」
を
「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
計
画
書

（
別
表
第
三
の
四
）
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
条
第
六
項
中
「
勤
務
時
間
等
規

則
」
を
「
勤
務
時
間
規
則
」
に
、
「
願
い
出
」
を
「
申
請
」
に
、
「
別
表
第
三
の
三
に
よ
る
要
介

護
者
の
状
態
等
申
出
書
」
を
「
要
介
護
者
の
状
態
等
申
出
書
（
別
表
第
三
の
三
）
」
に
改
め
、
同

項
を
同
条
第
七
項
と
し
、
同
条
第
五
項
中
「
勤
務
時
間
等
規
則
」
を
「
勤
務
時
間
規
則
」
に
、
「
願

い
出
」
を
「
申
請
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
四
項
第
一
号
中
「
勤
務
時
間

等
規
則
」
を
「
勤
務
時
間
規
則
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
条
例
」

を
「
勤
務
時
間
条
例
」
に
、
「
勤
務
時
間
等
規
則
」
を
「
勤
務
時
間
規
則
」
に
改
め
、
同
項
を
同

条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

３ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
勤
務
校
内
に
お
い
て
全
血
献
血
を
す
る
た
め
勤
務
時
間
規
則

第
十
二
条
第
一
項
第
二
十
一
号
に
規
定
す
る
休
暇
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
口
頭
に
よ
り

願
い
出
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

第
十
一
条
中
「
別
表
第
五
に
よ
る
欠
勤
届
を
も
つ
て
」
を
「
総
務
事
務
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
」
に
、

「
届
け
出
」
を
「
申
請
し
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。 

 
 

た
だ
し
、
こ
れ
に
よ
り
難
い
場
合
に
は
、
欠
勤
届
（
別
表
第
四
）
を
校
長
に
提
出
す
る
こ
と

が
で
き
る
。 

 

第
十
二
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

（
願
出
、
届
出
の
特
例
） 

第
十
二
条 

職
員
は
、
病
気
、
災
害
そ
の
他
や
む
を
え
な
い
理
由
に
よ
り
、
前
二
条
の
手
続
き
を

と
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
電
話
等
を
も
つ
て
校
長
に
そ
の
旨
を
連
絡
し
た
後
、
速
や
か

に
前
二
条
の
手
続
き
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

第
十
三
条
を
削
る
。 



 

第
十
四
条
中
「
、
欠
勤
、
遅
刻
又
は
早
退
等
」
を
「
又
は
欠
勤
そ
の
他
の
事
由
」
に
改
め
、
同

条
を
第
十
三
条
と
す
る
。 

 
第
十
五
条
第
一
項
中
「
別
表
第
七
に
よ
る
休
職
願
」
を
「
休
職
願
（
別
表
第
五
）
」
に
改
め
、

同
条
を
第
十
四
条
と
す
る
。 

 

第
十
六
条
第
一
項
中
「
別
表
第
八
に
よ
る
復
職
願
」
を
「
復
職
願
（
別
表
第
五
の
二
）
」
に
改

め
、
同
条
を
第
十
五
条
と
し
、
第
十
七
条
を
第
十
六
条
と
す
る
。 

 

第
十
七
条
の
二
第
一
項
中
「
別
表
第
八
の
二
に
よ
る
育
児
休
業
承
認
請
求
書
」
を
「
育
児
休
業

承
認
請
求
書
（
別
表
第
六
）
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
別
表
第
八
の
三
に
よ
る
育
児
短
時
間

勤
務
承
認
請
求
書
」
を
「
育
児
短
時
間
勤
務
承
認
請
求
書
（
別
表
第
六
の
二
）
」
に
改
め
、
同
条

第
三
項
中
「
別
表
第
八
の
四
に
よ
る
部
分
休
業
承
認
請
求
書
」
を
「
部
分
休
業
承
認
請
求
書
（
別

表
第
六
の
三
）
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
及
び
第
五
項
中
「
別
表
第
八
の
五
に
よ
る
育
児
休
業
等

計
画
書
」
を
「
育
児
休
業
等
計
画
書
（
別
表
第
六
の
四
）
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
七
条
と
す
る
。 

 

第
十
七
条
の
三
に
見
出
し
と
し
て
「
（
育
児
休
業
等
変
更
届
）
」
を
付
し
、
同
条
中
「
以
下
」

の
下
に
「
こ
の
条
に
お
い
て
」
を
加
え
、
「
別
表
第
八
の
六
に
よ
る
育
児
休
業
等
変
更
届
」
を
「
育

児
休
業
等
変
更
届
（
別
表
第
六
の
五
）
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
七
条
の
二
と
す
る
。 

 

第
十
七
条
の
四
第
一
項
中
「
条
例
」
を
「
勤
務
時
間
条
例
」
に
改
め
、
「
以
下
」
の
下
に
「
こ

の
項
に
お
い
て
」
を
加
え
、
「
別
表
第
八
の
七
に
よ
る
深
夜
勤
務
制
限
請
求
書
」
を
「
深
夜
勤
務

制
限
請
求
書
（
別
表
第
六
の
六
）
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
条
例
」
を
「
勤
務
時
間
条
例
」

に
改
め
、
「
以
下
」
の
下
に
「
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
」
を
加
え
、
「
別
表
第
八
の
七
に
よ

る
時
間
外
勤
務
制
限
請
求
書
」
を
「
時
間
外
勤
務
制
限
請
求
書
（
別
表
第
六
の
六
）
」
に
改
め
、

同
条
第
三
項
中
「
条
例
」
を
「
勤
務
時
間
条
例
」
に
、
「
別
表
第
八
の
七
に
よ
る
時
間
外
勤
務
制

限
請
求
書
」
を
「
時
間
外
勤
務
制
限
請
求
書
（
別
表
第
六
の
六
）
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
七
条

の
三
と
す
る
。 

 

第
十
七
条
の
五
第
一
項
中
「
別
表
第
八
の
八
に
よ
る
育
児
又
は
介
護
の
状
況
変
更
届
」
を
「
育

児
又
は
介
護
の
状
況
変
更
届
（
別
表
第
六
の
七
）
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
勤
務
時
間
等
規

則
」
を
「
勤
務
時
間
規
則
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
及
び
第
三
項
中
「
別
表
第
八
の
八
に
よ
る
育

児
又
は
介
護
の
状
況
変
更
届
」
を
「
育
児
又
は
介
護
の
状
況
変
更
届
（
別
表
第
六
の
七
）
」
に
改

め
、
同
条
を
第
十
七
条
の
四
と
す
る
。 

 

第
二
十
条
を
削
り
、
第
十
九
条
を
第
二
十
条
と
す
る
。 

 

第
十
八
条
第
一
項
中
「
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
一
号
）
」
を
削
り
、
「
別
表
第
九
に
よ
る
研

修
承
認
願
」
を
「
研
修
承
認
願
（
別
表
第
八
）
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
別
表
第
九
の
二
に

よ
る
研
修
報
告
書
」
を
「
研
修
報
告
書
（
別
表
第
八
の
二
）
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
九
条
と
す

る
。 

 

 

第
十
七
条
の
十
一
第
一
項
中
「
別
表
第
八
の
十
四
」
を
「
別
表
第
七
の
六
」
に
改
め
、
同
条
を



第
十
八
条
の
六
と
す
る
。 

 
第
十
七
条
の
十
第
一
項
中
「
別
表
第
八
の
十
三
」
を
「
別
表
第
七
の
五
」
に
改
め
、
同
条
を
第

十
八
条
の
五
と
す
る
。 

 

第
十
七
条
の
九
中
「
別
表
第
八
の
十
二
」
を
「
別
表
第
七
の
四
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
八
条

の
四
と
す
る
。 

 

第
十
七
条
の
八
第
一
項
中
「
別
表
第
八
の
十
一
」
を
「
別
表
第
七
の
三
」
に
改
め
、
同
条
を
第

十
八
条
の
三
と
す
る
。 

 

第
十
七
条
の
七
第
一
項
中
「
別
表
第
八
の
十
」
を
「
別
表
第
七
の
二
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十

八
条
の
二
と
す
る
。 

 

第
十
七
条
の
六
中
「
別
表
第
八
の
九
に
よ
る
大
学
院
修
学
休
業
許
可
申
請
書
」
を
「
大
学
院
修

学
休
業
許
可
申
請
書
（
別
表
第
七
）
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
八
条
と
す
る
。 

 

第
二
十
一
条
中
「
別
表
第
十
一
に
よ
る
承
認
（
許
可
）
願
」
を
「
兼
職
（
兼
業
）
承
認
（
許
可
）

願
（
別
表
第
九
）
」
に
改
め
る
。 

 

第
二
十
二
条
第
一
項
中
「
別
表
第
十
二
に
よ
る
専
従
許
可
願
」
を
「
専
従
許
可
願
（
別
表
第
十
）
」

に
改
め
る
。 

 

第
二
十
三
条
中
第
三
号
を
削
り
、
第
四
号
を
第
三
号
と
し
、
第
五
号
を
第
四
号
と
し
、
第
六
号

を
第
五
号
と
し
、
第
七
号
中
「
傷
い
」
を
「
負
傷
」
に
改
め
、
同
号
を
第
六
号
と
し
、
第
八
号
か

ら
第
十
一
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
上
げ
る
。 

 

第
二
十
四
条
第
一
項
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。 

 
 

た
だ
し
、
職
員
が
総
務
事
務
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
申
請
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。 

 

第
二
十
五
条
中
「
第
五
条
、
第
六
条
、
第
六
条
の
二
」
を
「
第
五
条
か
ら
第
六
条
の
二
ま
で
」

に
、
「
第
十
五
条
、
第
十
六
条
、
第
十
七
条
」
を
「
第
十
四
条
か
ら
第
十
六
条
ま
で
」
に
改
め
る
。 

 

別
表
第
二
を
別
表
第
一
の
二
と
し
、
別
表
第
二
の
二
を
別
表
第
二
と
し
、
別
表
第
四
を
別
表
第

三
の
六
と
し
、
別
表
第
四
の
二
を
別
表
第
三
の
七
と
し
、
別
表
第
五
を
別
表
第
四
と
し
、
別
表
第

六
を
削
り
、
別
表
第
七
中
「
（ 

 
 

 
 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表

を
別
表
第
五
と
し
、
別
表
第
八
中
「
（ 

 
 

 
 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、

同
表
を
別
表
第
五
の
二
と
し
、
別
表
第
八
の
二
中
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
六
と
し
、
別
表
第
八
の
三
中
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」

を
「
（ 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
六
の
二
と
し
、
別
表
第
八
の
四
中
「
（ 

 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
六
の
三
と
し
、
別

表
第
八
の
五
中
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別

表
第
六
の
四
と
し
、
別
表
第
八
の
六
中
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
六
の
五
と
し
、
別
表
第
八
の
七
中
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」

を
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
六
の
六
と
し
、
別
表
第
八
の
八
中
「
（
第 

第
１

５
条

関
係

 
第

１
４

条
関

係
 

第
１

６
条

関
係

 
第

１
５

条
関

係
 

第
１

７
条

の
２

関
係

 
第

１
７

 

条
関

係
 

第
１

７
条

の
２

関
係

 

第
１

７
条

関
係

 
第

 

１
７

条
の

２
関

係
 

第
１

７
条

関
係

 

第
１

７
条

の
２

関
係

 
第

１
７

条
関

係
 

第
１

７
条

の
３

関
係

 
第

１
７

条
の

２
関

 

係
 

第
１

７
条

の
４

関
係

 

第
１

７
条

の
３

関
係

 
第

 



 
 

 
 

 
 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
六
の
七
と
し
、

別
表
第
八
の
九
中
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を

別
表
第
七
と
し
、
別
表
第
八
の
十
中
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」

に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
七
の
二
と
し
、
別
表
第
八
の
十
一
中
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
を

「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
七
の
三
と
し
、
別
表
第
八
の
十
二
中
「
（
第 

 
 

 
 

 
 

 
）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
七
の
四
と
し
、

別
表
第
八
の
十
三
中
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 
 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、

同
表
を
別
表
第
七
の
五
と
し
、
別
表
第
八
の
十
四
中
「
（ 

 
 

 
 

 
 

 
 

）
」
を
「
（
第 

 
 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
七
の
六
と
し
、
別
表
第
九
中
「
（ 

 
 

 
 

 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 

）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
八
と
し
、
別
表
第
九
の
二
中
「
（
第 

 
 

 
 

 

）
」
を
「
（ 

 
 

 
 

 
）
」
に
改
め
、
同
表
を
別
表
第
八
の
二
と
し
、
別
表
第

十
を
削
り
、
別
表
第
十
一
を
別
表
第
九
と
し
、
別
表
第
十
二
を
別
表
第
十
と
す
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
四
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

１
７

条
の

５
関

係
 

第
１

７
条

の
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関
係

 

第
１

７
条
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６
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係

 
第

１
８

条
関

係
 

第
１

７
条

の
７

関
係

 
第

１
８

条
の

２
関

係
 

第
１

７
条

の
８

関
係

 

第
１

８
条

の
３

関
係

 
第

 

１
７

条
の

９
関

係
 

第
１

８
条

の
４

関
係

 

第
１

７
条

の
１

０
関

係
 

第
１

８
条

の
５

関
係

 

第
１

７
条

の
１

１
関

係
 

第
 

１
８

条
の

６
関

係
 

第
１

８
条

関
 

係
 

第
１

９
条

関
係

 
第

 

１
８

条
関

係
 

第
１

９
条

関
係

 



告 
 

示 
  

特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
（
平
成
十
年
法
律
第
七
号
）
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
非

営
利
活
動
法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
者
か
ら
、
次
の
と
お
り
申
請
書
が
提
出
さ
れ
た
の
で
、
同

条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
す
る
。 

 

な
お
、
当
該
申
請
に
係
る
定
款
、
役
員
名
簿
、
設
立
趣
旨
書
並
び
に
設
立
当
初
の
事
業
年
度
及

び
翌
事
業
年
度
の
事
業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
書
を
申
請
の
あ
っ
た
日
か
ら
二
月
間
、
県
民
生
活

部
Ｎ
Ｐ
Ｏ
活
動
推
進
課
及
び
埼
玉
県
東
部
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
備
え
置
く
方
法
並
び
に

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
方
法
（
埼
玉
県
Ｎ
Ｐ
Ｏ
情
報
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（http://www.sai

tamaken-npo.net/

）
）
に
よ
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
一
日 

 
 

 
 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 
 

 
 

一 

申
請
の
あ
っ
た
年
月
日 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
八
日 

二 

申
請
に
係
る
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
名
称 

 
 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
開
か
れ
た
学
校
づ
く
り
研
究
会 

三 

代
表
者
の
氏
名 

 
 

坂
本 

德
雄 

四 

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地 

 
 

埼
玉
県
越
谷
市
七
左
町
二
丁
目
百
八
番
地
二 

五 

定
款
に
記
載
さ
れ
た
目
的 

 
 

 

こ
の
法
人
は
、
「
子
ど
も
た
ち
を
真
ん
中
に
お
い
た
教
育
理
念
」
に
基
づ
き
、
「
地
域
・
保

護
者
・
児
童
生
徒
・
教
職
員
と
共
に
、
荒
れ
と
い
う
現
実
か
ら
逃
げ
ず
に
、
ぶ
れ
ず
に
解
決
し

て
い
こ
う
と
す
る
、
開
か
れ
た
学
校
づ
く
り
の
在
り
方
に
係
る
研
究
実
践
」
を
行
い
、
全
て
の

子
ど
も
た
ち
の
健
全
育
成
及
び
学
術
、
文
化
、
芸
術
又
は
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
並
び
に
ま
ち
づ
く

り
の
推
進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
十
一
号



告 
 

示 

  
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
（
平
成
十
年
法
律
第
七
号
）
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
非

営
利
活
動
法
人
を
設
立
し
よ
う
と
す
る
者
か
ら
、
次
の
と
お
り
申
請
書
が
提
出
さ
れ
た
の
で
、
同

条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
す
る
。 

 

な
お
、
当
該
申
請
に
係
る
定
款
、
役
員
名
簿
、
設
立
趣
旨
書
並
び
に
設
立
当
初
の
事
業
年
度
及

び
翌
事
業
年
度
の
事
業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
書
を
申
請
の
あ
っ
た
日
か
ら
二
月
間
、
県
民
生
活

部
Ｎ
Ｐ
Ｏ
活
動
推
進
課
及
び
埼
玉
県
川
越
比
企
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
備
え
置
く
方
法
並

び
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
方
法
（
埼
玉
県
Ｎ
Ｐ
Ｏ
情
報
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（http://www.

saitamaken-npo.net/

）
）
に
よ
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
一
日 

 
 

 
 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 
 

 
 

一 

申
請
の
あ
っ
た
年
月
日 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
四
日 

二 

申
請
に
係
る
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
名
称 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
あ
し
た
ば
学
園
の
会 

三 

代
表
者
の
氏
名 

後
藤 

富
江 

四 

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地 

埼
玉
県
川
越
市
豊
田
町
一
丁
目
三
十
一
番
九 

五 

定
款
に
記
載
さ
れ
た
目
的 

こ
の
法
人
は
、
保
育
を
必
要
と
す
る
障
害
を
も
つ
子
を
含
む
全
て
の
子
ど
も
た
ち
及
び
そ
の

保
護
者
に
対
し
、
よ
り
良
い
保
育
事
業
を
提
供
す
る
こ
と
に
よ
り
、
子
ど
も
た
ち
の
健
全
な
育

成
並
び
に
子
育
て
を
通
じ
た
社
会
教
育
の
推
進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
十
二
号



告 
 

示 

  
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
（
平
成
十
年
法
律
第
七
号
）
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
定

款
の
変
更
の
認
証
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
非
営
利
活
動
法
人
か
ら
、
次
の
と
お
り
申
請
書
が
提

出
さ
れ
た
の
で
、
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
す

る
。 

 

な
お
、
当
該
申
請
に
係
る
変
更
後
の
定
款
並
び
に
当
該
定
款
の
変
更
の
日
の
属
す
る
事
業
年
度

及
び
翌
事
業
年
度
の
事
業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
書
を
申
請
の
あ
っ
た
日
か
ら
二
月
間
、
県
民
生

活
部
Ｎ
Ｐ
Ｏ
活
動
推
進
課
及
び
埼
玉
県
利
根
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
備
え
置
く
方
法
並
び

に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
方
法
（
埼
玉
県
Ｎ
Ｐ
Ｏ
情
報
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（h

t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
s

a
i
t
a
m
a
k
e
n
-
n
p
o
.
n
e
t
/

）
）
に
よ
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
一
日 

 
 

 
 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 
 

 
 

一 

申
請
の
あ
っ
た
年
月
日 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
月
三
十
一
日 

二 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
名
称 

 
 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
日
本
草
の
根
交
流
協
会 

三 

代
表
者
の
氏
名 

 
 

峯
嵜 

貴
生 

四 

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地 

 
 

埼
玉
県
羽
生
市
大
字
上
村
君
四
百
五
番
地 

五 

定
款
に
記
載
さ
れ
た
目
的 

 
 

（
一
）
こ
の
法
人
は
日
本
国
に
お
け
る
農
林
水
産
業
問
題
、
高
齢
化
・
過
疎
・
過
密
問
題
、 

 

防
火
・
防
犯
・
民
間
防
衛
問
題
、
環
境
問
題
、
資
源
問
題
、
教
育
問
題
、
医
療
・
福
祉
問
題
な 

 

ど
の
諸
問
題
を
調
査
・
研
究
し
、
民
間
で
実
行
可
能
な
活
動
を
通
じ
て
解
決
を
図
る
こ
と
と
、 

 

そ
れ
ら
を
通
じ
て
日
本
国
民
同
士
の
関
係
を
深
め
、
地
域
社
会
を
よ
り
円
滑
に
構
築
す
る
こ
と 

 

を
目
的
と
す
る
。 

 
 

（
二
）
こ
の
法
人
は
日
本
国
及
び
世
界
各
国
の
文
化
及
び
そ
の
影
響
力
を
調
査
・
研
究
し
、 

 

文
化
交
流
を
通
じ
て
架
け
橋
と
な
る
こ
と
で
、
日
本
国
内
及
び
日
本
国
と
世
界
各
国
と
の
平
和 

 

と
繁
栄
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 
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主
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在
地 

埼
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中
奈
良
千
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十
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十
五 

五 

定
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た
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社
会
全
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の
利
益
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献
す
る

と
と
も
に
地
球
環
境
の
保
全
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寄
与
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る
こ
と
を
目
的
と
す
る
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１ 調達内容 

⑴ 購入等件名及び予定数量 

埼玉県自動車税等のコンビニエンスストア収納代行業務委託 3,246,000件 

⑵ 調達案件の仕様等 

入札説明書及び仕様書による。 

⑶ 履行期間 

平成24年１月１日（日）から平成27年２月28日（土）までとする。ただし、

翌年度以降において、歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除が

あった場合は、当該契約を解除する。 

⑷ 履行場所 

  入札説明書及び仕様書による。 

⑸ 入札方法 

本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同システ

ムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は持

参による入札も認める。また、入札金額については、見積もった１件あたりの

単価に100を乗じて得た金額を入力し、又は記載すること。 

  なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額と

するので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった契約金額の105分の100に相当する金額を入

札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

⑵ 物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（平成22年埼玉県告示第

1075号）に基づき、業種区分「催物、映画及び広告の企画・製作並びにその他

役務」のＡ等級に格付けされた者であること。 

⑶ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加

停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停止

措置を受けていない者であること。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排

除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を

受けていない者であること。 



⑸ 入札参加申請日から過去２年の間に、都道府県又は地方自治法（昭和22年法

律第67号）第252条の19第１項に規定する政令市において、地方税又は公共料

金のコンビニエンスストア収納代行業務を誠実に履行した実績を有すること。 

⑹ 入札説明書及び仕様書に定めるコンビニエンスストア等の収納データの受

信処理が可能であること。 

⑺ ＩＳＭＳ認証又はプライバシーマークの認定を受けていること。 

３ 入札書の提出場所等 

⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問い合わせ先 

   〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県庁第二庁 

舎10階 埼玉県総務部税務課税収調査担当 梶原 電話048-830-2662（直通） 

⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「発注情報

等の閲覧」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

この公告の日から平成23年12月６日（火）午後５時（競争入札参加資格確

認申請書の提出期限）までの間、上記⑴の交付場所において交付する（事前

に電話により連絡すること。）。 

⑶ 入札書受付期間 

ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

競争入札参加資格の確認を得た日から平成23年12月22日（木）午前10時ま

で 

イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

 (ｱ) 郵送の場合 

競争入札参加資格の確認を得た日から平成23年12月21日（水）午後５時

まで 

なお、書留郵便によること。 

(ｲ) 持参の場合 

競争入札参加資格の確認を得た日から平成23年12月21日（水）午後５時

まで 

⑷ 開札の場所及び日時 

埼玉県庁第二庁舎10階税務電算室 平成23年12月22日（木）午前10時20分 

４ その他 



⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

⑵ 入札保証金及び契約保証金 

ア 入札保証金 

入札者は、見積もった契約単価に予定数量3,246,000件を乗じた金額に入札

保証金の率（100分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、

埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則第18号。以下「財務規則」という。）

第93条第２項の規定に該当する場合は、免除する。 

イ 契約保証金 

契約の相手方は、契約単価に予定数量3,246,000件を乗じた金額に契約保

証金の率（100分の10以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、財

務規則第81条第２項の規定に該当する場合は、免除する。 

⑶ 入札者に要求される事項 

この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

次のいずれかの方法で平成23年12月６日（火）午後５時までに提出し、競争入

札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、提出

した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

イ 紙媒体の書類を上記３⑴の提出場所に郵送し、又は持参する。 

⑷ 入札の無効 

次に掲げる入札書は、無効とする。 

ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規則第97条又は埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る規則（平成７年埼玉県規則第106号）第９条の規定に該当する入札書 

⑸ 契約書作成の要否 

要 

⑹ 落札者の決定方法 

   財務規則第94条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 手続における交渉の有無 

無 

 ⑻ 競争入札参加資格の付与 

   上記２⑵に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望するものは、本県



所定の競争入札参加資格審査申請書に必要事項を記入した上、必要な書類を添

付して、平成23年11月21日（月）までに埼玉県総務部入札審査課入札参加資格

審査担当（〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 電話

048-830-5775（直通））へ提出すること。 

⑼ 支払条件 

発注者埼玉県は、適法な請求書を受理した日から30日以内に当該委託料を受

注者に支払うものとする。 

⑽ その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５ Summary 

⑴ Nature of Services Required: 

Alternative processing of data entry at convenient stores and collecting 

service of automobile tax, etc. (Data entries: approximately 3,246,000) 

⑵ Deadline for Submissions: 

   By electronic bidding: 10:00 a.m., December 22, 2011. 

By registered mail or in person: 5:00 p.m., December 21, 2011. 

 ⑶ Contact Information: 

Taxation Investigation Group of the Taxation Division, General Affairs 

Department, Saitama Prefectural Government 

Takasago 3-15-1, Urawa-ku, Saitama-shi, Saitama-ken 330-9301 

Tel. 048-830-2662 
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１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び数量 

   彩の国デジタルアーカイブシステムサーバ機器等の賃貸借 一式 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 履行期間 

      平成24年３月１日(木)から平成29年２月28日（火）まで。ただし、翌年度以

降において、歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった場

合は、当該契約を解除する。 

⑷ 履行場所 

   埼玉県産業労働部商業・サービス産業支援課長が指定する場所 

 ⑸ 入札方法 

  本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス  

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。また、入札金額については、履行期間全体の総価を

入力し、又は記載すること。 

 なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 ）をもって落札金額 

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の105分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

 ⑵ 物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（平成22年埼玉県告示第

1075号）に基づき、業種区分「物品の賃借」のＡ等級に格付けされた者である

こと。 

 ⑶ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加

停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停

止措置を受けていない者であること。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排

除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を

受けていない者であること。 



 ⑸ 過去５年の間に契約金額3,000万円以上のサーバ及びパソコン等を含む賃貸

借契約を締結し、履行した実績を有する者であること。 

⑹ 納入しようとする物品が仕様書等に示す各要求事項に適合することを認めら

れた者であること（詳細は、入札説明書及び仕様書による。）。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問い合わせ先 

   〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県産業労働

部商業・サービス産業支援課映像コンテンツ担当 嶺 電話048-830-3734（直

通） 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「発注情   

報等の閲覧」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

    上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    競争入札参加資格の確認を得た日から平成23年12月22日（木）午前10時ま

で 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

   (ｱ) 郵送の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から平成23年12月21日（水）午後５時

まで 

     なお、書留郵便によること。 

   (ｲ) 持参の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から平成23年12月21日（水）午後５時

まで 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県産業労働部商業・サービス産業支援課 平成23年12月22日（木）午前

11時 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 



 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則

第18号。以下「財務規則」という。）第93条第２項の規定に該当する場合は、

免除する。 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規則第81条第２項の規定に該当する場

合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

次のいずれかの方法で平成23年12月１日（木）午後５時までに提出し、競争入

札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、提出

した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

  イ 紙媒体の書類を上記３⑴の提出場所に郵送し、又は持参する。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規則第97条又は埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る規則（平成７年埼玉県規則第106号）第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規則第94条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 競争入札参加資格の付与 

   上記２⑵に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望するものは、本県

所定の競争入札参加資格審査申請書に必要事項を記入した上、必要な書類を添

付して、平成23年11月21日（月）までに埼玉県総務部入札審査課入札参加資格



審査担当（〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 電話

048-830-5775（直通））へ提出すること。 

 ⑼ 支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

 ⑽ その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５ Summary 

 ⑴ Nature of Services Required: 

Lease of server devices for the Sai-no-kuni Digital Archive System 

⑵ Deadline for Submissions: 

  By the electronic tender system: By 10:00 a.m. December 22, 2011. 

By registered mail or in person: must be received by 5:00 p.m. December 

21, 2011. 

 ⑶ Contact Information: 

Visual Contents Group of the Commerce and Service Industry Support 

Division, Industry and Labor Department, Saitama Prefectural Government 

Takasago 3-15-1, Urawa-ku, Saitama-shi, Saitama-ken 330-9301 

Tel. 048-830-3734 
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字

垳
四
百
十
六
番
外
） 

⑵ 

地
積 

 
 

二
百
五
十
六
・
九
五
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

三
千
九
百
三
十
一
万
三
千
三
百
五
十
円 

ロ 

保
留
地
番
号
七
十
二 

 
 

⑴ 

位
置 

 
 

 
 

八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
十
四
街
区
一
画
地
（
八
潮
市
大
字
大
原

五
百
六
十
四
番
一
） 

⑵ 

地
積 

 
 

二
百
六
・
五
八
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

三
千
九
十
八
万
七
千
円 

ハ 

保
留
地
番
号
七
十
三 

 
 

⑴ 

位
置 

 
 

 
 

八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
十
四
街
区
二
画
地
（
八
潮
市
大
字
大
原

五
百
六
十
四
番
一
外
） 

⑵ 

地
積 

 
 

百
六
十
六
・
〇
四
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

二
千
三
百
二
十
四
万
五
千
六
百
円 

ニ 

保
留
地
番
号
七
十
四 

 
 

⑴ 

位
置 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
三
十
号



 
 

 
 

八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
十
四
街
区
三
画
地
（
八
潮
市
大
字
大
原

五
百
六
十
四
番
一
外
） 

⑵ 

地
積 

 
 

二
百
十
一
・
七
〇
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

三
千
百
九
十
六
万
六
千
七
百
円 

ホ 

保
留
地
番
号
七
十
五 

 
 

⑴ 

位
置 

 
 

 
 

八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
十
四
街
区
七
画
地
（
八
潮
市
大
字
大
原

五
百
六
十
七
番
外
） 

⑵ 

地
積 

 
 

四
百
七
十
七
・
三
二
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

六
千
三
百
九
十
六
万
八
百
八
十
円 

ヘ 

保
留
地
番
号
七
十
六 

 
 

⑴ 

位
置 

 
 

 
 

八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
十
五
街
区
二
画
地
（
八
潮
市
大
字
大
原

五
百
九
十
九
番
外
） 

⑵ 

地
積 

 
 

千
百
六
・
三
〇
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

一
億
四
千
二
百
七
十
一
万
二
千
七
百
円 

ト 

保
留
地
番
号
七
十
七 

 
 

⑴ 

位
置 

 
 

 
 

八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
二
十
二
街
区
四
画
地
（
八
潮
市
大
字
大

原
六
百
三
十
八
番
一
外
） 

⑵ 

地
積 

 
 

三
百
三
十
三
・
五
五
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

四
千
八
百
三
十
六
万
四
千
七
百
五
十
円 

チ 

保
留
地
番
号
七
十
八 

 
 

⑴ 

位
置 

 
 

 
 

八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
二
十
二
街
区
五
画
地
（
八
潮
市
大
字
大

原
六
百
三
十
七
番
一
外
） 



⑵ 

地
積 

 
 

四
百
九
十
二
・
六
〇
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

六
千
七
百
九
十
七
万
八
千
八
百
円 

リ 

保
留
地
番
号
七
十
九 

 
 

⑴ 

位
置 

 
 

 
 

八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
百
街
区
四
画
地
（
八
潮
市
大
字
垳
三
百

七
十
三
番
外
） 

⑵ 

地
積 

 
 

九
十
五
・
三
〇
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

千
二
百
万
七
千
八
百
円 

ヌ 

保
留
地
番
号
八
十
二 

 
 

⑴ 

位
置 

 
 

 
 

八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
四
十
三
街
区
五
画
地
（
八
潮
市
大
字
大

曽
根
五
百
八
十
八
番
一
外
） 

⑵ 

地
積 

 
 

百
八
十
二
・
七
四
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

二
千
百
七
十
四
万
六
千
六
十
円 

ル 

保
留
地
番
号
八
十
五 

 
 

⑴ 

位
置 

 
 

 
 

八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
百
六
十
一
―
二
街
区
十
四
画
地
（
八
潮

市
大
字
古
新
田
三
百
三
十
一
番
一
外
） 

⑵ 

地
積 

 
 

二
百
四
十
六
・
一
九
平
方
メ
ー
ト
ル 

⑶ 

予
定
価
格 

 
 

 
 

二
千
六
十
七
万
九
千
九
百
六
十
円 

二 

抽
選
に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格 

 
 

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
抽
選
に
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

 

イ 

成
年
被
後
見
人
若
し
く
は
被
保
佐
人
又
は
破
産
者
で
復
権
を
得
な
い
者 

ロ 

抽
選
の
公
正
な
執
行
を
妨
げ
た
者 

ハ 

会
社
更
生
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
四
号
）
第
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
更
生
手
続

開
始
の
申
立
て
が
な
さ
れ
て
い
る
者
又
は
民
事
再
生
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
二
百
二
十
五



号
）
第
二
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
再
生
手
続
開
始
の
申
立
て
が
な
さ
れ
て
い
る
者 

ニ 

次
の
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
、
そ
の
事
実
が
あ
っ
た
後
二
年
を
経
過
し
て

い
な
い
者 

⑴ 
契
約
者
が
契
約
を
履
行
す
る
こ
と
を
妨
げ
た
者 

⑵ 

正
当
な
理
由
が
な
く
て
契
約
を
履
行
し
な
か
っ
た
者 

⑶ 

⑴
又
は
⑵
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
実
が
あ
っ
た
後
二
年
を
経
過
し
て
い
な
い
者
を

契
約
の
履
行
に
当
た
り
代
理
人
、
支
配
人
そ
の
他
の
使
用
人
と
し
て
使
用
し
た
者 

ホ 

都
道
府
県
税
（
都
道
府
県
民
税
、
法
人
都
道
府
県
民
税
、
個
人
事
業
税
又
は
法
人
事
業
税
）

の
滞
納
が
あ
る
者 

ヘ 

草
加
都
市
計
画
事
業
八
潮
南
部
西
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
保
留
地
処
分
規
程
で

定
め
る
方
法
に
よ
り
契
約
代
金
を
支
払
う
こ
と
が
で
き
な
い
者 

ト 

契
約
者
が
暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第

七
十
七
号
）
第
二
条
第
六
号
に
規
定
す
る
暴
力
団
員
又
は
埼
玉
県
暴
力
団
排
除
条
例
（
平
成

二
十
三
年
埼
玉
県
条
例
第
三
十
九
号
）
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
暴
力
団
関
係
者
と
認
め

ら
れ
る
者 

三 

抽
選
参
加
申
込
み
受
付
の
期
間
及
び
場
所 

 

イ 

期
間 

 
 

 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
四
日
（
月
）
か
ら
同
年
同
月
三
十
日
（
水
）
ま
で
（
た
だ
し
、

土
曜
日
、
日
曜
日
及
び
祝
日
は
除
く
。
）
の
午
前
九
時
か
ら
午
後
五
時
ま
で 

ロ 

場
所 

 
 

埼
玉
県
八
潮
市
大
字
中
馬
場
五
十
二
番
地
二 

埼
玉
県
八
潮
新
都
市
建
設
事
務
所 

四 

抽
選
の
日
時
及
び
場
所 

イ 

日
時 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
二
月
四
日
（
日
）
午
前
十
時
三
十
分 

ロ 

場
所 

 
 

埼
玉
県
八
潮
市
大
字
中
馬
場
五
十
二
番
地
二 

埼
玉
県
八
潮
新
都
市
建
設
事
務
所
二
階
会

議
室 

五 

そ
の
他 

 

イ 

抽
選
参
加
要
領
及
び
抽
選
参
加
申
込
書
は
、
埼
玉
県
八
潮
新
都
市
建
設
事
務
所
に
お
い
て

配
布
す
る
。 

 
 

 

な
お
、
郵
送
を
希
望
す
る
者
は
、
同
事
務
所
に
電
話
で
請
求
す
る
こ
と
。 

ロ 

抽
選
に
関
し
不
明
な
点
は
、
埼
玉
県
八
潮
新
都
市
建
設
事
務
所
（
電
話
〇
四
八
―
九
九
八

―
四
五
四
五
）
に
問
い
合
わ
せ
る
こ
と
。 



告 
 

示 

 
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法

第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
都
市
計
画
の
変
更
の
案
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
一
日 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 
 

 
 

一 

都
市
計
画
の
種
類
及
び
名
称 

 
 

行
田
都
市
計
画
公
園
五
・
五
・
〇
一
号
水
城
公
園
及
び
五
・
五
・
〇
二
号
行
田
市
総
合
公
園 

二 

都
市
計
画
を
変
更
す
る
土
地
の
区
域 

 

（
五
・
五
・
〇
一
号
水
城
公
園
） 

 

イ 

追
加
す
る
土
地
の
区
域 

 
 

 

行
田
市
大
字
本
丸
の
一
部 

 

ロ 

削
除
す
る
土
地
の
区
域 

 
 

 

行
田
市
大
字
本
丸
の
一
部 

 

（
五
・
五
・
〇
二
号
行
田
市
総
合
公
園
） 

 

イ 

追
加
す
る
土
地
の
区
域 

 
 

 

行
田
市
大
字
谷
郷
字
町
田
、
大
字
和
田
字
蒲
原
の
各
一
部 

 

ロ 

削
除
す
る
土
地
の
区
域 

 
 

 

な
し 

三 

都
市
計
画
の
変
更
の
案
の
縦
覧
場
所 

 
 

埼
玉
県
都
市
整
備
部
公
園
ス
タ
ジ
ア
ム
課
及
び
行
田
市
都
市
整
備
部
ま
ち
づ
く
り
推
進
課 

四 

縦
覧
期
間 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
五
日
か
ら
平
成
二
十
三
年
十
一
月
二
十
八
日
ま
で 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
三
十
一
号



告 
 

示 

  
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
七
十
七
条
の
三
十
五
の
五
第
二
項
の
規

定
に
よ
り
、
指
定
構
造
計
算
適
合
性
判
定
機
関
か
ら
住
所
及
び
構
造
計
算
適
合
性
判
定
の
業
務
を

行
う
事
務
所
の
所
在
地
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お

り
公
示
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
一
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 
 

 
 

 

埼

玉

県

知

事

第

二

号 

指
定
番
号 

一
般
財

団

法
人
日

本

建
築
セ

ン

タ
ー 

名 
 

称 

東
京
都
千
代
田

区
神
田
錦
町
一

丁
目
九
番
地 

変
更
後
の
住
所 

東
京
都
千
代
田

区
神
田
錦
町
一

丁
目
九
番
地 

変
更
後
の
構
造

計
算
適
合
性
判

定
の
業
務
を
行

う
事
務
所
の
所

在
地 

平
成
二
十
三
年

十
一
月
七
日 

住
所
及
び
事
務

所
の
所
在
地
の

変
更
日 

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
三
十
二
号



告 
 

示 

 
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
基
づ
く
政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
を
受
け
る
調
達
に
つ
い
て
、
落
札
者
を
決

定
し
た
の
で
、
次
の
と
お
り
公
示
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
一
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 
 

 
 

         

埼
玉
県
告
示
第
千
三
百
三
十
三
号



１ 購入等件名及び数量  

  宿直仮眠用寝具及び被留置者用寝具の賃貸借 一式  

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地  

  埼玉県警察本部総務部財務局会計課調度第二係 埼玉県さいたま市浦和区高砂

３丁目15番１号  

３ 落札者を決定した日  

  平成23年９月１日  

４ 落札者の氏名及び住所  

  小山株式会社 奈良県奈良市西木辻町88番地 

５ 落札金額  

  193,136,185円 

６ 契約の相手方を決定した手続  

  一般競争入札  

７ 入札の公告を行った日  

  平成23年７月22日  

 



告 
 

示 

 
埼
玉
県
流
域
下
水
道
事
業
告
示
第
三
十
二
号 

 

Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
基
づ
く
政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
を
受
け
る
調
達
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り

一
般
競
争
入
札
に
付
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
三
年
十
一
月
十
一
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
下
水
道
事
業
管
理
者 

加 

藤 

孝 

夫 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 



１ 工事概要等 

(１) 工事名 

荒川左岸南部流域下水道終末処理場７号水処理電気設備工事 

(２) 工事場所 

埼玉県戸田市大字美女木地内 

(３) 工期 

契約確定の日から平成25年３月29日まで 

(４) 設計金額 

入札執行後に公表する。 

(５)  工事概要 

ア 内容 

 ７号水処理電気設備工事 一式 

イ 主な設備 

 コントローラ  一式 

 動力変圧器盤  一式 

 ＶＶＶＦ盤   一式 

 水処理用サーバ 一式 

 補助継電器盤  一式 

２ 入札手続等 

(1) 入札見積明細書の提出を求める入札 

ア 本工事は、発注者が、応札者に入札見積明細書の提出を求める対象工事で

ある。入札見積明細書の提出は、入札金額見積内訳書とあわせて提出するも

のとする。なお、提出された入札見積明細書に疑義が生じた場合は、必要に

応じてヒアリングを行う。  

イ 落札者は、入札見積明細書に記載した資材等に係る取引が確認できる資料

（契約書等の写し）を埼玉県が指定する提出先に提出すること。 

ウ 見積を求める資材等 

  受変電設備機器、監視制御機器、計装機器等 

 (2) 入札手続の方法等 

 本件入札は、埼玉県公共工事等電子入札運用基準に基づき、入札説明書の交

付、資料の提出、届出及び入札を埼玉県電子入札共同システム（以下「電子入

札システム」という。）により行う。国土交通省の行うコアシステムによる電

子入札に参加した実績を有する者は、電子入札システムにより入札参加を行う

こと。 



 なお、入札に関する情報は、次のとおりインターネットホームページに掲載

する。 

ア アドレス

https://ebidwwwjk.ebid.pref.saitama.lg.jp/koukai/do/KF000ShowActi

on 

イ 掲載期間 

平成23年11月11日（金）から平成23年12月21日（水）まで 

３ 落札者の決定方法 

本件入札は、価格競争方式により落札者を決定する。 

４ 入札執行の日時等 

入札執行の日時等は、次のとおりである。 

なお、変更する場合は、入札参加資格があると認められる者に別途通知する。 

(１) 入札書提出期間 

 平成23年12月19日（月）午前９時から平成23年12月21日（水）午後５時まで 

(２) 開札日時 

平成23年12月22日（木）午前９時30分 

５ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりである。 

(１) 単体企業又は特定建設工事共同企業体における各構成員は、次に掲げる要件

をすべて満たすこと。 

ア 入札に参加できる者の形態は、単体企業（以下「単体」という。）又は２

者による特定建設工事共同企業体（以下「特定企業体」という。）であるこ

と。単体の場合にあっては、他の特定企業体の構成員となっていないこと。

特定企業体における運営形態及び代表者の選定については、埼玉県下水道局

建設工事共同企業体取扱要綱（第10条第１条（１）及び（６）を除く。）に

よること。ただし、本件入札において、複数の特定企業体の構成員となるこ

とはできない。 

イ 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条の規定による電気工事業に係る

建設業の許可を受けている者であること。 

ウ 平成21年度及び平成22年度に完成した埼玉県発注工事のうち電気工事業の

工事成績点数の平均が、いずれの年度においても65点以上の者であること。

ただし、受注実績がない等の理由により工事成績点数のない者についてはこ

の限りでない。 

エ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該



当しない者であること。 

オ 埼玉県流域下水道事業財務規程（平成22年埼玉県流域下水道事業管理規程

第17号。以下「財務規程」という。）第168条の規定により埼玉県の一般競争

入札に参加させないこととされた者でないこと。 

カ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ

れている者でないこと、又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、手続開始決定を

受けている者を除く。 

キ 電気工事業について、開札日から１年７月前の日以降の日を審査基準日と

する建設業法第27条の23第１項の規定による経営事項審査を受け、単体又は

特定企業体の代表構成員は、その総合評定値が1,000点以上であること。ま

た、特定企業体の代表構成員以外の構成員（以下「その他構成員」という。）

は、その総合評定値が800点以上であること。ただし、経営事項審査の審査

基準日は開札日に直近のものとし、上記５ (１)カただし書に該当する者は、手

続開始決定の日以降のものとする。 

なお、官公需適格組合については、その総合評定値を、平成23・24年度埼

玉県建設工事請負競争入札参加資格者格付要領第４のただし書に定める特例

により算出した客観的事項の審査数値と読み替えることができるものとし、

その算出に当たっては、審査基準日が開札日に直近のものである経営事項審

査における数値を用いるものとする。 

ク 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参

加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止措置を受けていない者であること。 

ケ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団

排除措置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であること。 

コ 経常建設共同企業体でないこと。 

 (２) 施工実績 

ア 単体又は特定企業体の代表構成員は、契約の締結日にかかわらず平成13年

４月１日から公告日までの間に、次の (ア )又は (イ )のいずれかにおいて、水処理

施設（沈砂池、送風機又は主ポンプ設備を含む。）又は汚泥処理施設（濃縮、脱

水又は焼却設備を含む。）に係る電気設備（受変電設備、動力設備又は計装設備

に限る。）の新設、増設、改築又は更新工事を元請として完成させた実績を

有すること。  

なお、特定建設工事共同企業体による施工実績は、代表構成員であるとき

のものに限る。 



 (ア) 全体計画処理水量50,000ｍ 3／日以上の下水道終末処理場 

(イ) 全体計画処理水量50,000ｍ 3／日以上の浄水場（水道事業、用水供給事業

又は工業用水道事業に係るものに限る。） 

 (３) 配置予定技術者 

ア 単体又は特定企業体の代表構成員の配置予定技術者は、下水道終末処理場

又は浄水場（水道事業、用水供給事業又は工業用水道事業に係るものに限

る。）における水処理施設（沈砂池、送風機又は主ポンプ設備を含む。）又は

汚泥処理施設（濃縮、脱水又は焼却設備を含む。）に係る電気設備（受変電設

備、動力設備又は計装設備に限る。）の新設、増設、改築又は更新工事におい

て、全工期（準備期間、後片付け期間及び機器等の工場製作を含む工事にお

いて工場製作のみが行われている期間を除く。）にわたり現場代理人、主任

技術者又は監理技術者として従事した経験を有すること。なお、工場製作の

みが行われている期間にのみ配置予定の技術者及びその他構成員の配置予

定技術者は、経験を問わない。  

イ 入札に参加しようとする者は、建設業法に規定された資格及び上記５ (3)ア

に示す経験を有する者を、本工事の主任技術者又は監理技術者として配置す

ること。ただし、下請契約の総額が、３千万円以上となる場合は、監理技術

者でなければならない。また、請負代金の額が、２千５百万円以上となる場

合に配置する技術者は、専任でなければならない 

ウ 専任の配置予定技術者は、当該者が在籍する建設業者と、下記６に規定す

る競争参加資格確認申請書（以下「確認申請書」という。）の提出期限日の３

月以前から恒常的な雇用関係にあること。また、専任の配置予定技術者は、

営業所（建設業法第３条第１項本文中に規定するもの。）の専任技術者と兼務

することはできない。 

エ 配置予定技術者が特定できないときは、複数の候補者を一般競争入札参加

資格等確認資料（以下「確認資料」という。）に記載すること。 

オ 本工事の配置予定技術者が、他の工事に現場代理人、主任技術者又は監理

技術者として従事中又は従事予定で、本工事の予定工期と重複する場合は、

当該者を確認資料に記載することはできない。ただし、重複する期間が、「他

工事の完成検査終了後の後片付け期間と本工事の準備期間である場合」、又は

「本工事の機器等の工場製作を含む工事において工場製作のみが行われてい

る期間、若しくは他工事が全面的に一時中止している期間で、確実に本工事

に配置可能な場合」を除く。 

カ 落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定技術者の専任制違反の事実



が確認された場合、契約を結ばないことがある。 

６ 入札参加資格の有無の確認 

  入札参加を希望する者は、下記６ (１)イに示す期間に電子入札システムの確認申

請書に確認資料を添付して、電子入札システムにより提出すること。 

なお、提出された確認申請書、確認資料及びその他必要な資料等は返却しない。      

また、提出受付期間の終期日時を過ぎて電子入札システムにより提出した確認

申請書及び提出受付期間の終期日時までに資料が到着しない場合の確認申請書は

無効とする。 

(１)  確認申請書、確認資料及びその他必要な資料等の提出先、提出受付期間及び

提出部数 

    ア  提出先 

 〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務部

入札執行課 大規模工事担当 電話048-830-2743（直通） 

イ 提出受付期間 

平成23年11月14日（月）午前９時から平成23年11月30日（水）午後５時ま

で 

ウ 提出部数 

２部（正本１部及び副本１部。副本は、正本を複写したもので可。） 

(２)  入札参加資格の確認通知 

 入札参加資格の確認結果は、資格がある旨は電子入札システム（電子入札シ

ステムにより通知できない者にあっては、郵送等）により平成23年12月９日（金）

に、資格がない旨は電子メール及び電話により平成23年12月７日（水）にそれ

ぞれ通知する。 

(３)  入札参加資格の有無の再確認 

 入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成23年12月13日（火）午後３

時までに上記６ (１)アの提出先に郵送により書面を提出し、入札参加資格の有無

の再確認を求めることができる。再確認の結果は、電子入札システム（電子入

札システムにより通知できない者にあっては、郵送等）により通知する。 

(４)  入札参加資格があると確認を受けた者であっても、開札日において入札参加

資格の要件を満たしていない者は、入札に参加することができない。 

７ 設計図書等 

 設計図面及び仕様書等（以下「設計図書等」という。）の貸与は、次のとおり

とする。 

(１)  貸与を希望する者は「設計図書等貸与申請書」に必要事項を記入し、次の場



所にファクシミリにより提出するとともに、電話で着信確認を行うこと。 

なお、「設計図書等貸与申請書」を持参した場合は、受理しない。 

ア 場所 

〒336-0026 埼玉県さいたま市南区辻８丁目27番20号 埼玉県荒川左岸南

部下水道事務所 設備担当 電話 048-861-2054（直通） ファクシミリ 

048-861-2056 

イ 受付期間 

 平成23年11月11日（金）午前９時から平成23年11月30日（水）午後５時ま

で 

(２)  貸与の方法 

設計図書等貸与申請書に記載された申請者の住所に着払いの宅配便により設

計図書等を送付する。 

(３)  返却 

 平成23年12月22日（木）までに郵送又は宅配便により上記７ (１)アの場所に返

却すること。 

８ 設計図書等に関する質問 

設計図書等に関して質問がある場合は、下記８ (2)に示す期間に、質問書を電子

入札システム又は郵送により提出すること。 

(１) 郵送による提出先 

 〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務部入

札執行課 大規模工事担当 

(２) 受付期間 

平成23年11月22日（火）午前９時から午後３時まで 

（郵送の場合は、平成23年11月21日（月）必着のこと。この日以降に到着し

た質問には回答しない。） 

(３) 質問に対する回答 

 質問に対する回答は、平成23年11月25日（金）から電子入札システム上に掲

示する。電子入札システム上に掲示された内容を閲覧できない者には、郵送等

で回答するので、下記アの連絡先に電話すること。 

ア 連絡先 

埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務部入札執行課 

大規模工事担当 電話 048-830-2743（直通） 

９ 郵便入札 

 入札に参加を希望する者が電子入札システムにより入札参加を行うことができ



ない場合は、郵送による入札書を受け付ける。提出先等は次のとおりである。 

(１) 提出先 

 〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務部入

札執行課 大規模工事担当 

(２) 提出方法 

郵送（一般書留郵便又は簡易書留郵便）によること。 

(３)  提出期間 

上記４ (１)のとおり。 

10 現場説明会 

開催しない。 

11 入札に関する注意事項 

(１) 入札書に記載する金額 

 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の５に

相当する額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ

た契約希望金額の105分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 (２) 提出書類 

ア 入札金額見積内訳書及び入札見積明細書を初度入札時に入札書と共に提出

すること。 

イ 落札者は落札決定後、課税事業者届出書又は免税事業者届出書を提出する

こと。 

(３) 入札回数 

ア 再度入札は１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

(４) 入札の辞退 

 入札参加資格がある旨の通知を受けた後であっても、入札を辞退することが

できる。 

(５)  その他 

ア 一度提出した入札書を書換え、引替え又は撤回をすることはできない。 

イ 落札候補者とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、くじによ

り、落札候補者を決定する。 

ウ 入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和22年法律第54号）等に違反する行為を行ってはならない。 



エ 入札を公正に執行することができないと認められるときは、入札を執行し

ないことがある。 

オ 提出された入札見積明細書に疑義が生じた場合は、必要に応じてヒアリン

グを行う。  

(６) 入札の無効 

ア 次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(ア)  入札に参加する資格のない者がした入札 

(イ)  所定の入札保証金を納付しない者がした入札又は納付した入札保証金の

額が所定の率による額に達しない者がした入札 

(ウ)  電子証明書を不正に使用した者がした入札 

(エ)  電報、電話及びファクシミリにより入札書を提出した者がした入札 

(オ)  不備な入札金額見積内訳書を提出した者がした入札 

(カ)  談合その他不正行為があったと認められる入札 

(キ)  虚偽の確認申請書を提出した者がした入札 

(ク)  入札後に辞退を申し出て、その申し出を受理された者がした入札 

(ケ)  やむを得ず紙入札又は郵便入札とした場合で、次に掲げる入札をした者

がした入札は、無効とする。 

(ａ)  入札者の押印のないもの 

(ｂ)  記載事項を訂正した場合においては、その箇所に押印のないもの 

(ｃ)  押印された印影が明らかでないもの 

(ｄ)  記載すべき事項の記入のないもの、又は記入した事項が明らかでない

もの 

(ｅ)  代理人で委任状を提出しない者がしたもの 

(ｆ)  他人の代理を兼ねた者がしたもの 

(ｇ )  ２以上の入札書を提出した者がしたもの、又は２以上の者の代理をし

た者がしたもの  

(ｈ)  入札書が指定の日時までに指定の場所に到着しなかった入札 

(コ)  その他公告又は入札説明書に示す事項に反した者がした入札 

12 低入札価格調査制度に係る調査基準価格 

 設定する（調査基準価格未満の入札があった場合には、調査の上、当該入札を

行った者を落札候補者とするか否かを決定する。また、調査後に契約を締結した

場合は、下請業者等との関係において適正な履行が行われているか追跡調査を行

うものとする。）。 

13 支払条件 



(１)  前金払 

 する（その額は契約金額の40％以内とし、１万円未満の端数は切り捨てる。）。

ただし、債務負担行為に基づく契約にあっては、その年割額の40％以内とする。 

(２)  中間前金払 

 する（中間前金払を選択した場合に限る。その額は契約金額の20％以内とし、

１万円未満の端数は切り捨てる。）。ただし、債務負担行為に基づく契約にあっ

ては、その年割額の20％以内とする。 

(３)  部分払 

する（部分払を選択した場合に限る。）。 

14 その他 

(１)  契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(２)  入札保証金 

 本工事は入札ボンド制度の導入を試行する工事であり、入札保証金の取扱い

は次のとおりとし、財務規程第171条第２項第３号及び第４号に掲げる履行実

績による入札保証金の免除は行わない。 

ア 入札に参加しようとする者は、入札金額の100分の105に相当する金額（１

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）の100分の

５以上（１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げるものとする。）

の入札保証金を納付しなければならない。 

イ 納付方法 

 納付書兼領収書送付依頼書（以下「依頼書」という。）に必要事項を記入

し、次の場所にファクシミリにより提出するとともに、電話で着信確認を行

うこと。 

また、依頼書に記載された依頼者の住所あて着払いの宅配便により送付す

る納付書兼領収書により納付すること。 

なお、依頼書を持参した場合は受理しない。 

(ア)  提出先 

 〒336-0026 埼玉県さいたま市南区辻８丁目27番20号 埼玉県荒川左岸

南部下水道事務所 設備担当 電話 048-861-2054（直通） ファクシミリ 

048-861-2056 

 (イ)  依頼書提出期間 

 平成23年11月11日（金）午前９時から平成23年12月19日（月）午後５時

まで 



ウ 納付期限 

平成23年12月21日（水） 

エ 納付の確認 

 金融機関の出納済印を受けた納付書兼領収書の写しを次の場所にファクシ

ミリにより提出するとともに、電話で着信確認を行うこと。 

(ア)  提出先 

 〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務

部入札執行課 大規模工事担当 電話 048-830-2743（直通） ファクシミ

リ 048-830-4915 

(イ)  提出期限 

平成23年12月21日（水）午後５時まで 

オ 次のとおり有価証券等を担保として持参（下記 (ア)ｃにあっては、郵送）に

より提出することにより、入札保証金の納付に代えることができる。 

  なお、その価値は、債権金額（下記 (ア)ｃにあっては、保証金額）と同額と

する。 

(ア)  対象となる有価証券等 

ａ 利付国債 

ｂ 埼玉県債 

ｃ 銀行等（出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭

和29年法律第195号）第３条の金融機関をいう。以下同じ。）の保証 

(イ)  提出先 

 利付国債及び埼玉県債については上記 14(２)イ (ア)の提出先に、銀行等の保

証については、上記 14(２)エ (ア)に示す提出先にそれぞれ指定した方法により

提出すること。 

なお、銀行等の保証については電話で着信確認を行うこと。 

(ウ)  提出期限 

平成23年12月21日（水）午後５時まで 

カ  次のいずれかに該当する者は入札保証金の納付を免除する。 

(ア)  保険会社との間に埼玉県を被保険者とする入札保証保険契約を締結し、

その保険証券を郵送により上記 14(２)エ (ア)の提出先に 14(２)エ (イ)に示す期限

までに提出した者 

(イ)  銀行等又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭

和27年法律第184号）第２条第４項の保証事業会社をいう。以下同じ。）

との間に契約保証の予約を締結し、当該契約保証予約証書を郵送により上



記14(２)エ (ア)の提出先に14(２)エ (イ)に示す期限までに提出した者 

キ 落札者以外の者が納付した入札保証金は入札終了後に還付するので、納付

書兼領収書等により入札保証金を納付した者は、あらかじめ、振込先、口座

番号等を記入した請求書を用意すること。 

 なお、落札者がその責めに帰すべき理由により契約を締結しないときの入

札保証金は還付しない。 

 また、落札者に係る当該入札保証金は、当該落札者について納付すべき契

約保証金に充当する。 

ク 入札保証又は入札保証保険の期間は、以下の期間を含むこと。 

入札書提出日から平成24年１月31日まで 

(３) 契約保証金 

ア 落札者は、契約金額の100分の10以上（当該金額に１円未満の端数がある

ときは、その端数を切り上げた金額）の契約保証金（入札保証金を納付した

ときは、その差額）を納付しなければならない。 

イ 次に掲げる有価証券等を担保として提供することにより、契約保証金の納

付に代えることができる。なお、その価値は、債権金額（下記 (ウ)にあっては、

保証金額）と同額とする。 

(ア)  利付国債 

(イ)  埼玉県債 

(ウ)  銀行等（出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和

29年法律第195号）第３条の金融機関をいう。）又は保証事業会社（公共工

事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項の

保証事業会社をいう。）の保証 

ウ 次のいずれかに該当する者については、契約保証金の納付を免除する。 

(ア)  保険会社との間に埼玉県を被保険者とする履行保証保険契約を締結した

者 

(イ)  保険会社、銀行、農林中央金庫その他下水道事業管理者が指定する金融

機関と埼玉県を債権者とする工事履行保証契約を締結した者 

エ 契約保証金は、当該契約の履行後、契約者から請求書の提出を受けること

により、還付する。ただし、請負者がその責めに帰すべき理由により契約上

の義務を履行しないときの契約保証金は還付しない。 

(４) 手続における交渉の有無 

無 

(５) 契約書作成の要否 



要 

(６) 契約の締結に係る留意事項 

 落札決定から本契約までの間に埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要

綱第２条に規定する入札参加停止の措置又は埼玉県の契約に係る暴力団排除措

置要綱第３条の規定による入札参加除外の措置を受けた者は、本契約を締結で

きない（契約辞退を申し出るものとする。）。 

(７) 契約後の技術提案 

 工事請負契約締結後、請負人は、設計図書に定める工事の目的物の機能、性

能等を低下させることなく請負代金額を低減することを可能とする施工方法等

に係る設計図書の変更について、発注者に提案することができる。 

(８ )  この公告に関する問い合わせ先 

 〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県総務部

入札執行課 大規模工事担当 電話 048-830-2743（直通） ファクシミリ 

048-830-4915 

15 Summary 

  (１)  Nature of Services Required 

Construction of the electric sewage treatment facility of the No. 7   

Treatment Plant of the Arakawa Left Bank Southern District Regional 

Sewage System. 

    (２)  Deadline for Submissions 

 By the electronic tender system and by registered mail or in person: 

must be received between 9:00 a.m. December 19, 2011 and 5 p.m. 

December 21, 2011. 

    (３)  Contact Information 

Bidding Enforcement Division, General Affairs Department 

  Saitama Prefectural Government 

  Takasago 3-15-1, Urawa-ku, Saitama-shi, Saitama-ken 330-9301 

     Tel. 048-830-2743 
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１   調達内容  

(1) 購入等件名及び予定数量  

灯油   JIS １号 561,900リットル  

(2) 調達案件の仕様等  

入札説明書及び仕様書による。  

(3) 履行期間  

平成24年１月１日から平成24年２月29日まで  

(4) 納入場所  

ア 埼玉県熊谷市板井1696番地       埼玉県立循環器･呼吸器病センター  

イ 埼玉県北足立郡伊奈町小室818番地  埼玉県立がんセンター  

ウ 埼玉県さいたま市岩槻区馬込2100番地 埼玉県立小児医療センター  

エ 埼玉県北足立郡伊奈町小室818番地２ 埼玉県立精神医療センター  

(5) 入札方法  

本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送（書

留郵便に限る）又は持参による入札も認める。 

なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額の105分の100に相当する金額を入札

書に入力し、又は記載すること。 

２   競争入札参加資格  

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない

者であること。  

(2) 物品の買入れ等に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な

資格等に関する公示（平成22年埼玉県告示第1075号）に基づき、業種区分「物

品の販売」のＡ等級に格付けされた者であること。 

(3) 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加

停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停

止措置を受けていない者であること。 

(4) 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排

除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を

受けていない者であること。 



(5) 国又は地方公共団体と今回競争入札に付する物品等の納入実績を有すること。 

３   入札書の提出場所等  

(1) 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問い合わせ先 

〒330－0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１３－３  

埼玉県病院局経営管理課 医事・共同購入担当 數藤(すどう)・原田  

電話048－830－5985（直通）  ファクシミリ048－830－4905 

(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法  

ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「発注情

報等の閲覧」からダウンロードすること。 

イ 紙媒体による場合 

上記(1)の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

(3) 入札説明会 

なし。  

(4) 入札書の受付期間 

ア 「埼玉県電子入札共同システム」を利用する場合 

競争入札参加資格の確認を得た日から平成23年12月22日(木）午後１時まで 

イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

競争入札参加資格の確認を得た日から平成23年12月21日（水）午後５時ま

で（必着） 

なお、郵送により提出する場合は、書留郵便によること。 

 (5) 開札の場所及び日時 

埼玉県病院局経営管理課 平成23年12月22日(木）午後２時 

なお、停電の影響で、開札日時を延期することがある。開札への立会いは不

要とする。 

４ その他  

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨  

日本語及び日本国通貨  

(2) 入札保証金及び契約保証金  

ア   入札保証金  

入札者は、見積もった金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じた

額を納付するものとする。ただし、埼玉県病院事業財務規程（平成14年埼玉

県病院事業管理規程第４号。以下「財務規程」という。）第134条第２項の規



定に該当する場合は、免除する。  

イ   契約保証金  

契約の相手方は、契約単価に予定数量を乗じた金額に契約保証金の率（100

分の10以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、財務規程第118条

第２項の規定に該当する場合は、免除する。  

(3) 入札者に要求される事項  

この入札に参加を希望する者は、入札説明書で示す必要な書類を平成23年12

月８日（木）午後５時までに次のいずれかの方法で提出し、競争入札参加資格

の確認を受けなければならない。 

また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、

それに応じなければならない。 

ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

イ 紙媒体の書類を上記３(1)の場所へ郵送又は持参により提出する。なお、

郵送による場合は、書留郵便とし期限内に必着のこと。 

(4) 入札の無効  

次に掲げる入札書は、無効とする。  

ア   この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書  

イ   入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書  

ウ   財務規程第139条又は埼玉県病院事業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成14年病院事業管理規程第９号）第９条の規定に該当

する入札書  

(5) 契約書作成の要否  

要  

(6) 落札者の決定方法  

財務規程第136条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った入札者を落札者とする。  

(7) 手続における交渉の有無  

無  

(8) 競争入札参加資格の付与 

上記２(2)に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望するものは、本

県所定の競争入札参加資格審査申請書に必要事項を記入した上、必要な書類を

添付して、平成23年11月21日（月）までに埼玉県総務部入札審査課入札参加資

格審査担当（〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 電話

048-830-5775（直通））へ提出すること。 



(9) 支払条件 

発注者は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を受注者

に支払うものとする。 

(10) その他詳細は、入札説明書による。  

５   Summary 

(1) Nature and quantity of the products to be purchased: 

Kerosine JIS(No.1)  561,900ℓ 

(2) Time-limit for tender: 

1:00 p.m., December 22, 2011 (bidding by registered mail must be received 

by 5:00 p.m., December 21, 2011) 

(3) Contact Infomation: 

Hospital Management Division,Prefectural Hospitals Bureau,  

Saitama Prefectural Government,takasago 3-13-3,Urawa-ku, Saitama-shi, 

Saitama-ken 330-0063 Japan,Telephone: 048-830-5985 
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１ 調達内容 

(1) 購入等件名及び数量  

埼玉県立がんセンターで使用する電気 

予定使用電力量 10,484,080キロワット時 

(2) 調達案件の仕様等 

入札説明書及び仕様書による 

(3) 供給期間 

平成24年２月１日（水）から平成25年１月31日（木）まで。ただし、平成24

年度において歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった

場合は、当該契約を解除する。 

(4) 需要場所 

埼玉県立がんセンター 

埼玉県北足立郡伊奈町小室818番 

(5) 入札方法 

入札金額は、力率100パーセントで燃料費調整額及び太陽光発電促進付加金

を考慮しない条件にて、各入札者において設定する契約電力に対する単価（キ

ロワット単価（小数点以下を含むことができる。）、同一月においては単一の

ものとする。）及び使用電力量に対する単価（キロワット時単価（小数点以下

を含むことができる。）、同一月の時間帯の区分ごとにおいては単一のものと

する。）を根拠とし、県が提示する契約電力及び予定使用電力量の対価とする。 

なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５パー

セントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった契約金額の105分の100に相当する金額を入札書に記載

すること。 

２ 競争入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

(2) 国又は地方公共団体において電力調達の契約に係る指名停止等の措置を受

けていない者であること。 

(3) 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加

停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停

止措置を受けていない者であること。 



(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ 

  ている者でないこと、又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手 

  続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、手続開始決定を受けて 

  いる者を除く。  

  (5) 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排 

    除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を 

    受けていない者であること。 

  (6) 電気事業法（昭和39年法律第170号）第３条第１項の許可（同条第２項に規定 

    する一般電気事業の許可に限る。）を得ている者又は同法第16条の２第１項の 

    規定により特定規模電気事業の届出を行っている者であること。 

 (7) 上記１(1)の予定使用電力量の供給ができる能力を有する者であること。 

３ 入札書の提出場所等 

(1) 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問い合わせ先 

〒362-0806 

埼玉県北足立郡伊奈町小室818番 

埼玉県立がんセンター 事務局管理部管財担当 大場 

電話 048-722-1111（代表） 

(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 

この公告の日から平成23年11月21日（月）まで（日曜日、土曜日及び国民の

祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する祝日を除く。）の午前

10時から午後４時まで（正午から午後１時までを除く。）に上記(1)の交付場

所において交付する（事前に電話にて連絡すること。）。 

(3) 郵便による場合の入札書の受領期限 

平成23年12月21日（水）午後４時まで 

なお、書留郵便によること。 

(4) 持参する場合の入札・開札の場所及び日時 

埼玉県立がんセンター カンファレンス室（本館１階） 

平成23年12月22日（木）午前10時00分 

４ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金 

ア 入札保証金 



入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗

じた額を納付するものとする。ただし、埼玉県病院事業財務規程（平成14年

埼玉県病院事業管理規程第４号。以下「財務規程」という。）第134条第２

項の規定に該当する場合は、免除する。 

イ 契約保証金 

契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた

額を納付するものとする。ただし、財務規程第118条第２項の規定に該当す

る場合は、免除する。 

(3) 入札者に要求される事項 

この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

上記３(1)の提出場所に平成23年11月28日（月）午後４時までに持参し、競争

入札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、提

出した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

(4) 入札の無効 

次に掲げる入札書は、無効とする。 

ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

ウ 財務規程第139条又は埼玉県病院事業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成14年埼玉県病院事業管理規程第９号）第９条の規定

に該当する入札書 

(5) 契約書作成の要否 

要 

(6) 落札者の決定方法 

財務規程136条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(7) 手続における交渉の有無 

無 

(8) 支払条件 

発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

(9) その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５ Summary 

(1) Nature and quantity of Services Required: 

Electricity for use at Saitama Cancer Center 



(estimated kWh: 10,484,080 kWh) 

(2) Deadline for Submission: 10:00 am, December 22, 2011 

By registered mail: by 4:00 pm, December 21, 2011 

(3) Contact Information: 

Property Management Section, Hospital Management Division, Saitama 

Cancer Center 

Komuro818,Ina-machi,Saitama-ken 362-0806 

Tel:048-722-1111 
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１ 調達内容 

 (1) 購入等件名及び数量 

    埼玉県立精神医療センターで使用する電気 

     予定使用電力量 2,523,000 キロワット時 

 (2) 調達案件の仕様等 

      入札説明書及び仕様書による。 

 (3) 供給期間 

      平成 24 年２月１日から平成 25 年１月 31 日まで 

 (4) 需要場所 

      埼玉県立精神医療センター 

      埼玉県北足立郡伊奈町大字小室 818 番地２ 

 (5) 入札方法 

      入札金額は、各入札者において設定する契約電力に対する単価（ｋＷ単価、    

    同一月においては単一のものとする。）及び使用電力量に対する単価（ｋＷｈ単 

    価、同一月においては単一のものとする。）を根拠（小数点以下を含むことがで 

    きる。）とし、県が提示する契約電力及び予定使用電力量の対価を入札金額とす 

    ること。 

      なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５パー 

    セントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、 

    その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者 

    は、 消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問 

    わず、見積もった契約金額の 105 分の 100 に相当する金額を入札書に記載する 

    こと。 

２ 競争入札参加資格 

 (1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな 

    い者であること。 

 (2) 公告日から入札日までの期間に、国又は地方公共団体において電力調達 

    の契約に係る入札参加停止等の措置を受けていない者であること。 

 (3) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更正手続き開始の申立てがな 

    されている者でないこと、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき 

    再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、手続開始決定を 

    受けている者を除く。 

 (4) 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加 

    停止等の措置要綱（平成 21 年３月 31 日付け入審第 513 号）に基づく入札参加 



    停止措置を受けていない者であること。 

 (5) 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排 

    除措置要綱（平成 21 年４月１日付け入審第 97 号）に基づく入札参加除外措置 

    を受けていない者であること。 

 (6) 電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第３条第１項の規定に基づく一般電気 

    事業の許可を得ている者又は同法第 16 条の２第１項の規定に基づく特定規模 

    電気事業の届出を行っている者であること。 

 (7) 精神医療センターの予定使用電力量の供給ができる能力を有する者であるこ 

    と。 

３ 入札書の提出場所等 

 (1) 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書及び仕様書の交付場所 

    並びに問い合わせ先 

      〒362-0806  埼玉県北足立郡伊奈町大字小室８１８番地２  

      埼玉県立精神医療センター 事務局管理業務部管財担当 森田   

      電話 048-723-6805（直通） 

 (2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 

      平成 23 年 11 月 11 日（金）から平成 23 年 11 月 21 日（月）まで（日曜日、 

    土曜日及び祝日を除く。）の午前 10 時から午後４時まで（正午から午後１時ま 

    でを除く。）に上記（１）の場所において交付する。 

 (3) 入札・開札の場所及び日時 

      埼玉県立精神医療センター 本館２階 研修室  

       平成 23 年 12 月 22 日（木）午前 11 時 30 分 

 (4) 郵便（書留郵便に限る。）による場合の入札書のあて先及び受領期限 

      埼玉県立精神医療センター 事務局管理業務部管財担当  

      平成 23 年 12 月 21 日（水）午後５時必着 

４ その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

      日本語及び日本国通貨 

 (2) 入札保証金及び契約保証金 

    ア 入札保証金 

        入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100 分の 5 以上）を乗 

      じた額を納付するものとする。ただし、埼玉県病院事業財務規程（平成 14 

      年埼玉県病院事業管理規程第４号。以下「財務規程」という。）第 143 条第２ 

      項において準用する第 134 条第２項の規定に該当する場合は、免除する。 



    イ 契約保証金 

        契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100 分の 10 以上）を乗じた 

      額を納付するものとする。ただし、財務規程第 118 条第２項の規定に該当す 

      る場合は、免除する。 

 (3) 入札者に要求される事項 

    ア この一般競争入札に参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を 

      平成 23 年 11 月 28 日（月）午後４時までに提出し、競争入札参加資格の確認 

     を得なければならない。また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説 

     明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

   イ 入札者は、上記３「入札書の提出場所等」に従い、入札書を提出しなければ  

     ならない。 

 (4) 入札の無効 

      次に掲げる入札書は、無効とする。 

    ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

    イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

    ウ 財務規程第 139 条又は埼玉県病院事業の物品等又は特定役務の調達手続 

      の特例を定める規程（平成 14 年埼玉県病院事業管理規程第９号）第９条の規 

      定に該当する入札書 

  (5) 契約書作成の要否 

       要 

  (6) 落札者の決定方法 

       財務規程第 136 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で 

     最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

  (7) 手続における交渉の有無 

       無 

  (8) 支払条件 

       発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から 30 日以内に当該代金 

      を受注者に支払うものとする。 

  (9) その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５ Summary 

  (1) Nature and quantity of the products to be purchased: 

     Electricity to be used in Psychiatric Hospital, Building  2,523,000kWh 

  (2) Time-limit for tender:11:30 a.m. , December 22, 2011 

     (tender submitted by mail:5:00 p.m., December 21, 2011) 



  (3)  Contact point for the notice: Property Management Section, Psychiatric 

Hospital 

       Komuro818-2,Ina-Machi,Saitama-ken362-0806 

       Telephone 048-723-6805 

   



告  示 

埼玉県公安委員会告示第293号 

 道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「法」という。）第99条の２第４項第１号イの技能

検定に関する技能及び知識に関して行う審査（以下「技能検定員審査」という。）並びに法第

99条の３第４項第１号イの自動車の運転に関する技能及び知識の教習に関する技能及び知識に

関して行う審査（以下「教習指導員審査」という。）を次のとおり実施するので、技能検定員

審査等に関する規則（平成６年国家公安委員会規則第３号。以下「規則」という。）第２条及

び第10条第２項の規定により公示する。 

  平成23年11月11日 

                     埼玉県公安委員会委員長 岩 間   志   

１ 審査の種類 

 (1) 技能検定員審査 

    ア 大型自動車免許に係る技能検定員審査 

  イ 中型自動車免許に係る技能検定員審査 

  ウ 普通自動車免許に係る技能検定員審査 

  エ 大型特殊自動車免許に係る技能検定員審査 

  オ 大型自動二輪車免許に係る技能検定員審査 

  カ 普通自動二輪車免許に係る技能検定員審査 

  キ 牽
けん

引免許に係る技能検定員審査 

  ク 大型自動車第二種免許に係る技能検定員審査 

  ケ 中型自動車第二種免許に係る技能検定員審査 

  コ 普通自動車第二種免許に係る技能検定員審査          

 (2) 教習指導員審査 

   ア 大型自動車免許に係る教習指導員審査 

  イ 中型自動車免許に係る教習指導員審査   

  ウ 普通自動車免許に係る教習指導員審査 

  エ 大型特殊自動車免許に係る教習指導員審査 

  オ 大型自動二輪車免許に係る教習指導員審査 

  カ 普通自動二輪車免許に係る教習指導員審査 



  キ 牽引免許に係る教習指導員審査 

  ク 大型自動車第二種免許に係る教習指導員審査 

  ケ 中型自動車第二種免許に係る教習指導員審査 

  コ 普通自動車第二種免許に係る教習指導員審査       

２ 審査期日等 

 (1) 期日 

  ア  論文審査  

    平成23年12月13日（火）及び12月14日（水） 

   イ 技能審査  

     平成24年２月４日（土）、２月７日（火）、２月８日（水）、２月９日（木）及び 

    ２月10日（金） 

   ウ 面接審査  

      平成24年２月４日（土）、２月15日（水）、２月16日（木）及び２月17日（金） 

 (2) 場所 

   埼玉県鴻巣市鴻巣405番地４ 

     埼玉県警察運転免許センター 

３ 申請手続 

 (1) 申請期間 

    平成23年11月11日（金）から11月25日（金）までの間（日曜日及び土曜日並びに11月 

  23日（水）を除く。） 

 (2) 申請要領 

   技能検定員審査又は教習指導員審査を受けようとする者は、審査申請書（規則別記様式 

  第１号）を提出するとともに、受けようとする審査に用いられる自動車を運転することが 

  できる免許に係る運転免許証を提示すること。 

 (3) 申請先 

     埼玉県鴻巣市鴻巣405番地４ 

   埼玉県警察本部交通部運転免許本部運転免許課  

４ 審査手数料 

  審査手数料については、埼玉県証紙により納付すること。 

５ 照会先 



  埼玉県警察本部交通部運転免許本部運転免許課教習所係（電話 048-543-2001 内線241）   
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